
























令和６年８月３０日令和６年度 第２回 静岡市上下水道事業経営協議会

資料７

水道料金改定に向けた検討状況について
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管・施設の老朽化に伴う

更新需要の
急速な増大

●取り巻く経営課題

１ 水道事業会計の基本方針 ・ 経営課題

人口減少

R25までに年間の
料金収入が１2％減

物価高騰に伴い

投資・維持管理
コストの増加

電気料金（R3→R4で４５％増）
資材費（H30→R4で30％増）、労務単価

●水道事業の基本方針

安全・安心な水を持続的に安定・安価に供給する

資材費1.3倍上昇 （H30→R4）

『子どもたち、孫たちの世代に健全で強靭な水道を引き継ぎ、現在の水道サービスの水準を維持でき
る、持続可能な水道事業の実現を目指す』

このほか、『技術者不足』 など課題は様々

台風15号直後の承元寺取水口

自然災害の
激甚化
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２-１ 現経営戦略（R5～R16）～投資財政計画シミュレーション～

・ 黒字経営の維持
・ 企業債を経営戦略期間中に減少に転じさせ、次世代にさらに重い負担をつけまわさない
・ ４年毎（R2・R7・R11）の料金改定で市民の急激な負担増に配慮

目標設定

収益的収支（維持管理） 資本的収支（建設投資）

※経営戦略とは・・・各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である。その中心となる
「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画と、財源の見通しを試算した計画を構成要素と
し、投資以外の経費も含めた上で、収入と支出が均衡するよう調整した収支計画である。
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【 資本的収支 】 投資・財政計画 （資本的収支）
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２-2 現経営戦略（R5～R16）～料金改定による補てん財源の確保～

を前倒しで確保
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料金改定を実施しなかった場合

R7、R11に15%の料金改定を実施するこ
とで、投資に必要な補てん財源を確保



3 上下水道経営管理チームによる投資財政計画の見直し

１ 設置目的

上下水道局のミッションは、水道事業においては安全・安心な水を持続的

に且つ安定・安価に供給すること、下水道事業においては安定的な汚水処理

による良好な水環境の保全と浸水被害を軽減することである。

このミッションを達成しサービスを持続的に提供していくためには、合理

的・経済的な投資計画と更なるコスト縮減と効率的な財政計画が必要である。

そのため局全体でチームを設置し現在の計画を検証し見直す。なおかつその

際は外部アドバイザーの「知」も活用する。

３ 解決の方向性

下記の４テーマを設定し、先進都市の取組などを踏まえ、外部アドバイザー

と共に投資計画の見直しなどを行う。

Ａ：投資計画の検証・見直し（課題①、➁、③、⑦に対応）

Ｂ：財務分析、財政計画の見直し（課題①、④に対応）

Ｃ：新技術の活用（課題①、⑤、⑦に対応）

Ｄ：官民連携の推進（課題①、➅、⑦に対応）

・職員は、チームリーダー１名、テーマごとにチーム員・構成員を

配置し、アドバイザーは８名招聘する。
２ 上下水道事業の課題

①人口減少に伴い給水需要が低下する中、物価高騰などによる投資・維

持管理コストの増加に対応する必要がある。

②耐震化・更新など管や施設の強靭化は既に実施しているが、合理的な整

備箇所や優先順位付けの再考、明確な成果目標を示す必要がある。

③能登半島地震を受け、新たに浮かび上がってきた液状化への対応が必要

である。

④経営の観点から明確なエビデンスに基づいた財政計画を策定する必要が

ある。

⑤AI・DXなどの新技術等によるコスト縮減や業務効率化を加速させる必要

がある。

⑥施設の維持管理、検針料金徴収などに限定されている民間活力の取組を

拡充させる必要がある。

⑦水道事業が国土交通省所管となり、国は上下水道一体的な組織運営を推

進する体制を構築し戦略的な取組を行う方向であるため、本市もその考

え方を反映していく必要がある。
※新技術の活用については、検討内容に応じて学識経験者を追加招集する。

上下水道経営管理チームとは（第１回経営協議会資料より）

投資計画の検証・見直し結果を
踏まえ、水道料金改定の要否
も含めた財政計画の見直しを
行う。
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４-１ 財務分析チームにおける財政計画の見直し

（１）料金・使用料収入見込みの再精査

見直し方針現計画の考え方

既存の推計方法に将来人口推計予測を反映過去（水道料金１０年間、下水道使用料５年間）の実績推移
に基づく将来推計

（２）維持管理費用の再精査

見直し方針現計画の考え方

令和５年度決算額を踏まえ、主な事業について個々に物価
高騰等を見込み算出する。
（人件費、委託料、修繕費、動力費等）

令和４年度当初予算額を原則、据置き。
委託料、修繕費の一部の事業は上昇分を
見込んでいる。
動力費は、令和４年度当初予算額に単価上昇率見込みを
乗じて算出
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４-２ 財務分析チームにおける財政計画の見直し

（４）経営効率化に係る取組等の再精査

見直し方針現計画の取組

・新規メニューの追加又は拡充された補助金の取りこぼしがな
いようチェック体制の構築
・繰出金に関する協議

投資財源の確保の取組
（過去に実績のある国県補助金の継続確保）

〈新たな取組〉
・新技術の活用、官民連携の推進

〈既存取組の更なる推進〉
・資産の有効活用、収納率の向上 をはじめ、
新たな経営効率化の取組の効果額を算出し、財政計画に反映

更なる経営効率化の取組の推進

・企業債利息の削減

・口径150mm以下の管材にポリエチレン管を採用 等

（その他の取組については、資料５参照）
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（３）財源設定時にチェックする財務指標の目標値の再精査

見直し方針現計画の考え方

アドバイザーに相談のうえ、
下記４点の財務指標の目標値を決定し、見直し後の財政計画
に反映
・経常収支比率
・料金回収率
・補てん財源残高
・企業債残高

損益の目標
・黒字経営の維持
・料金回収率100％以上
資金収支の目標
・適正な補てん財源の確保
企業債残高の目標
・企業残高の適正な管理



５ 投資事業費に対する財源設定のフロー

経常経費の見直し
経営効率化の取組

～R6.12 投資額の見直し

投資に対する財源の試算

国県補助金 繰出金

企業債 留保資金

現行の料金水準で賄えるか

料金据置き

Yes
Check

No

Check 企業債残高

資金残高
経常収支比率
料金回収率

料金改定率の決定

料金体系の決定

Check いつまでにどのくらい
料金をあげるか

財源設定の考え方を整理

・企業債借入の考え方は合理的か
・資金はどのくらい留保しておきたいか
・１２年間で何回に分けて改定するか
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６-１ 経常収支比率（令和５年度決算を反映）

経常収支比率は１００％を上回っており、収支は健全な水準である。
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６-2 料金回収率（令和５年度決算を反映）

料金回収率は100％を上回っており、給水に係る費用を水道料金で賄えている状態である。

10

211 

164 

217 

145 

208 209 

166 

145 148 

187 

172 

146 
156 

178 

160 

125 

157 
144 

194 

144 

172 

138 

194 

130 

196 198 

157 

140 146 

186 173 

149 
163 

187 

169 

136 

174 
164 

222 

174 

123 
119 

112 111 
106 106 105 104 101 100 99 98 96 95 95 

92 90 88 87 
83 

-10

10

30

50

70

90

110

130

0

50

100

150

200

250

300

札
幌
市

熊
本
市

福
岡
市

静
岡
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

京
都
市

大
阪
市

新
潟
市

横
浜
市

神
戸
市

広
島
市

岡
山
市

平
均
値

堺
市

浜
松
市

名
古
屋
市

北
九
州
市

東
京
都

川
崎
市

（％）円／㎡ 料金回収率・供給単価・給水原価の政令市比較（R5決算値）

供給単価（売値） 給水原価（製造コスト） 料金回収率



６-3 企業債残高（令和５年度決算を反映）

令和５年度末時点の企業債残高を政令市比較した場合、２番目に高く、企業債依存度が高い状態である。
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７ 料金改定の今後について
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現状の分析指標

経常収支比率は１００％を上回っており、収支は健全な水準である。経常収支比率

料金回収率は100％を上回っており、給水に係る費用を水道料金で賄えている状態である。料金回収率

令和５年度末時点の企業債残高を政令市比較した場合、２番目に高く、企業債依存度が高い
状態である。

企業債残高

令和５年度決算値における経常収支比率、料金回収率は100%を上回っているが、令和４年台風第15号や能登半島地
震の教訓を踏まえ、災害発生時の対応を見据えた経営維持の観点から、適切な資金や投資の財源を確保していく必要
がある。

今年度、経営管理チームによる投資財政計画の見直しにより、適切な資金残高や企業債残高等を確認し、次期料金改定
の時期や改定率を検討していくため、令和７年度における料金改定は先送りとする。




















